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1今回御議論いただく事項
電源

【調達期間】
2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 価格目標

事業用太陽光
(10kW以上)
【20年】

住宅用太陽光
（10kW未満）

【10年】

風力
【20年】

バイオマス
【20年】

地熱
【15年】

水力
【20年】

２２円(20kW以上)

４０円 ３６円 ３２円 ２９円
２７円

２６円(15,000kW以上)

４０円(15,000kW未満)

２４円(1,000kW以上30,000kW未満)

２９円(200kW以上1,000kW未満)

３４円(200kW未満)

４２円 ３８円 ３７円 ３３円
３５円

３９円（メタン発酵ガス）

３２円(間伐材等由来の木質バイオマス)

２４円(一般木材等バイオマス)

１３円(建設資材廃棄物)

１７円(一般廃棄物・その他のバイオマス)

４０円(2,000kW未満)

３２円(2,000kW以上)

※1

３１円
３３円

２４円

※2

２１円
（10kW以上2,000kW未満）

２８円
３０円※2

２６円
２８円※2

２４円
２６円

※2

21円
(20kW以上)

※4

※4

２０円(5,000kW以上30,000kW未満)

２７円 (1,000kW以上5,000kW未満)※4 ※4

※4

※３ 小型風力は、真に開発中の案件に限って経過措置を設ける。 ※４ 風力・地熱・水力のリプレースについては、別途、新規認定より低い買取価格を適用。
※５ 一般海域利用ルールの適用案件は、ルール開始に合わせて入札制移行。

２4円

※4

※4

※4

※1 7/1～（利潤配慮期間終了後）
１８円

(10kW以上2,000kW未満)

５５円(20kW未満)
１８円

※5
３６円(浮体式）

入札制移行（2,000kW以上）

※2 出力制御対応機器設置義務あり

３６円（着床式）
３６円（浮体式）

24円
２４円

(20,000kW未満)

２１円
（20,000kW以上）
２４円

（10,000kW未満）

入札制移行
（10,000kW以上）

２４円(バイオマス液体燃料)

２４円

入札制
移行

３６円（洋上風力（着床式・浮体式））

２０円 １９円
※4 ※4※3

7円

市場価格

８~９円

FIT制度
からの
中長期的な
自立化を
目指す

※4

※4

※2

今年度の本委員会で御議論いただく事項

今回御議論いただく事項
２４円

(20,000kW未満)

（20,000kW以上）
２１円２４円
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今年度の本委員会の主な論点（全体のフレームワーク）

 今年度の調達価格等算定委員会では、第５次エネルギー基本計画で2030年に向けて再生可能エネル
ギーを主力電源化していく方向性が示されたことを踏まえ、コスト低減の加速化をより一層強化する
方策を検討していく。

 その際、第５次エネルギー基本計画で整理した電源の考え方に基づき、①急速なコストダウンが見込
まれる電源（太陽光発電・風力発電）と②地域との共生を図りつつ緩やかに自立に向かう電源（地熱
発電・中小水力発電・バイオマス発電）のそれぞれに対して、国内外のコスト動向を見極めつつ、電
源の性質に沿った適切な方法でコスト低減を促すという視点で検討することが重要。

急速なコストダウンが
見込まれる電源

太陽光発電
風力発電

地域との共生を図りつつ
緩やかに自立化に向かう電源

地熱発電
中小水力発電
バイオマス発電

電
源
横
断
的
な
論
点
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第5次
エネルギー基本計画
（7月3日閣議決定）

「主力電源化」
＝①コスト低減＋②長期安定電源化

◆検討方法
・定期報告データ
（＝精緻な国内コスト動向調査）
・定期報告以外のデータ
（＝海外の取組の取入れ等）

第38回調達価格等算定委員会
（2018年10月1日）資料1より作成
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＜地域との共生を図りつつ緩やかに自立化に向かう電源（地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電）＞

 地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電（一般木材等・バイオマス液体燃料以外）の2021年度の調達価格
 FIT制度以外の支援も含めた緩やかな自立化に向けた方策や複数年度価格設定の考え方とあわせて検討を行う必要があ

るのではないか。

 バイオマス発電（一般木材等・バイオマス液体燃料）の2019年度の取扱い
 コスト動向やFIT認定・導入の状況を踏まえて、どのように入札を実施し（入札対象・入札量・上限価格・入札の方法（スケ
ジュール等））、どのように入札対象外の調達価格を設定するべきか。

 価格設定時に想定している設備を踏まえた各区分の対象の再確認（新規燃料の取扱い・石炭混焼の取扱いなど）
（電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会から議論を御提案いただいた事項（参考参照））

2017年度の本委員会意見における指摘事項（抜粋）
 （略）まずはバイオマス入札初年度となる来年度（注：2018年度）の入札結果を注視し、例えば落札案件の大半を大規模な混焼案件が占めるといった事態が生じた
場合などには、来年度（注：2018年度）の委員会において、石炭混焼案件の取扱いを改めて検討することとする。

第38回調達価格等算定委員会
（2018年10月1日）資料1より抜粋

（注）新規燃料の取扱いについて、一般木材等・バイオマス液体燃料は、法令上「木質バイオマス又は農産物の収穫
に伴って生じるバイオマス」と定義されている。

今回御議論いただく論点



4入札制について今年度の本委員会でご議論いただく事項

 2019年度以降の入札制度について、今年度の本委員会では、①太陽光発電とバイオマス発電の共通事
項として2019年度の実施スケジュール、上限価格の取扱い等、②太陽光発電の入札対象範囲、2019
年度の入札量、③バイオマス発電の入札対象範囲、2019年度の入札量、新規燃料の取扱い・石炭混
焼案件の取扱いを御議論いただくこととしている。

○ 入札対象範囲
○ 2019年度の入札量

○ 2019年度の実施スケジュール
○ 2019年度の上限価格の取扱い（公表・非公表）
○ 地域公共案件の取扱い
○ 保証金の取扱い

太陽光発電 バイオマス発電

今年度の本委員会でご議論いただく内容

○ 入札対象範囲
○ 2019年度の入札量
○ 新規燃料の取扱い・石炭混焼案件の取扱い



これまでの委員会での主な御意見① 5

〇バイオマス発電全体について
 輸入材を中心としたバイオマス発電は「急速なコストダウンが見込まれる電源」であり、「地域との共生を図りつつ緩やかに自立化に
向かう電源」とはレベルの違う対応が必要ではないか。太陽光発電や風力発電のようにコスト低減に向けた誘導を行っていかなければ、
将来的な自立の見込みが乏しいものが導入されてしまうのではないか。

 バイオマス発電に対しては、国民負担によりFIT制度で支援を行っても、調達期間終了後には稼働しなくなるのではないかという国民
の厳しい目がある。調達期間終了後に自立的に運転が続く絵が示されなければ、支援に対する国民の理解が得られないのではな
いか。さらに、将来FIT制度が無くなっても新規導入が進み、産業として発展するという姿勢を見せる必要もあるのではないか。

 業界団体からバイオマス発電は安定電源であるとの説明があったが、最も価値の高い電源は安定的な電源ではなく、需要に合わせて
フレキシブルに発電量の調整が可能な電源である。バイオマス発電は調整電源としてのポテンシャルも有しており、将来的にはそう
いった活用方法を考えていく必要があるのではないか。

 バイオマス発電が希少資源を燃料として使用していることも踏まえると、国民負担の観点から、春や秋ではなく、夏や冬などの電気の
高い時期に売電できるようなインセンティブをFIT法抜本見直しにおいて検討するべきではないか。

〇新規燃料の取扱い
 新規燃料については、昨年度の議論も踏まえると、専門家の意見を伺いつつ、燃料の安定供給をマクロレベルも含めて確認すること、
持続可能性（合法性）の担保を確認すること及び食用などの他用途との競合がないことを確認する必要がある。

 輸入燃料を用いたバイオマス発電をFIT制度の国民負担で支援するべきかどうか、FIT法抜本見直しでの大局的な議論が迫っている
中で、新規燃料が輸入燃料であるとすれば、コストだけでなく燃料の安定調達などのデータも踏まえて、慎重に判断することが必
要ではないか。

 食料などの他用途との競合がない場合でも、副産物を含め、本来保全されるべきものが乱開発されるリスクなどといった環境負
荷を一つ一つ丁寧に確認する必要がある。現時点で認めている燃料よりも環境負荷の小さいものは積極的に認めていくべきと考える
が、相当厳しい審査をする必要があるのではないか。

 新規燃料については、入札対象であって、燃料の安定供給が確保され、持続可能性基準を満たすものであれば、燃料用草類が法
令上の「木質バイオマス又は農産物の収穫に伴って生じるバイオマス」に当たるかどうかといった論点があるものの、FIT制度の対象と
することを一概に否定はできないのではないか。ただし、FIT制度からの自立といった観点からは、新規燃料を用いたバイオマス発電
が「急速なコストダウンが見込まれる電源」に当たることも踏まえると、将来的にコストが低減する見通しがなければ、FIT制度の対象
とすることには懸念がある。
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〇持続可能性基準について
 RSPOとMSPOやISPOなどのそれ以外の認証基準との違いについて、専門家の意見も伺いつつ、明らかにするべきではないか。他の
認証基準については、制度や監視体制、第三者性などについてRSPOと同等であることを示していただく必要がある。RSPOを取
得している燃料の調達が難しいことは昨年度の委員会でも議論しており、経過措置の特例を認める理由にはならないのではないか。

 RSPOの認証を取得した燃料の大半は欧米と契約済であり、日本は基本的に非認証燃料しか輸入できないとすれば、それを利用し
たバイオマス発電を国民負担で支援することは本末転倒ではないか。既に様々な用途で日本は東南アジアからパーム油を輸入してい
る中で、追加的に燃料用途でも輸入することは、環境負荷の観点から望ましいとは言えない。MSPOやISPOがRSPOより厳しい
認証基準になるとは考えられず、現段階でこれらを認めることは不適当ではないか。

 昨年度の委員会でRSPOについては議論を行っており、それ以降の案件に経過措置の特例を設ける必要はないのではないか。
 現在の燃料調達契約の残期間と同じ長さの猶予期間とはならないと考える。RSPOと同等の認証を取得するよう現時点の燃料調
達契約先へ働きかけることも可能であり、猶予期間は不要と考えるが、仮に限定的に猶予期間を与えるとすれば、RSPOと同等の
認証基準を求めるべきではないか。

〇入札制全体について
 入札制度をコストダウンの方策として活用することに異論はないが、これまでの入札では国が設定した入札量を下回る規模の応札に
とどまっており、どのような事業環境整備が必要かといった点も含め、原因と障壁を分析していくことが必要ではないか。

 現在入札制に移行しているバイオマス発電は2019年度も入札とするのではないかと考えているが、具体的には今年度の経験を踏ま
えて検討したい。

〇上限価格の取扱い
 2019年度の入札の上限価格を公表とするかどうかは改めて議論する必要があるのではないか。
 入札の上限価格を公表する場合、入札価格が上限価格に張り付き、十分な競争が生じないおそれがあるのではないか。

〇地域公共案件の取扱い
 小規模であれば必ずしも地域型案件であるとはいえず、何が地域型案件に該当するかは議論が必要ではないか。
 地域に再生可能エネルギーが根付くために地域公共案件は重要であり、FIT制度において一定の配慮が必要ではないか。
 地域公共案件には公共目的があるため、補助金などで支援を行うことは合理的であるとしても、他の政策目的への配慮を調達価格
において行うべきではないのではないか。

これまでの委員会での主な御意見②



これまでの委員会での主な御意見③ 7

〇入札量について
 一般木材等バイオマスとバイオマス液体燃料については、FIT法の改正による失効を踏まえてもエネルギーミックスの水準を十分に上
回っており、入札量の拡大は難しいのではないか。買取りによる国民負担が20年間継続することを踏まえれば、今年度過大な入札
量を設定するよりは、事業開始が遅れるとしても、来年度以降に導入状況を見極めた上で入札量の拡大を議論することが合理的で
はないか。

〇コストデータについて
 メタン発酵バイオガス発電については下水汚泥、食品残さ、家畜糞尿などの燃料種によってコスト構造に差がある可能性があり、燃料
種ごとのコスト構造を明らかにするべきではないか。

〇石炭混焼の取扱い
 バイオマス発電の石炭混焼案件は、専焼案件とコスト構造が異なる可能性があるため、事業者にコストデータを提出いただき、低コ
ストであればFITから卒業させることも含めて、FIT制度上の取扱いを議論する必要があるのではないか。

 石炭火力発電にバイオマスを混焼することによって排出係数を下げることは、FIT制度によって支援するのではなく、事業者が自ら取り
組むべきものではないか。



8これまでの入札結果（バイオマス第１回）
 10,000kW以上の一般木材等バイオマス発電、全規模のバイオマス液体燃料については、2018年度よ

り入札制に移行。2018年度下期に第１回の入札（募集容量：一般木材等バイオマス発電180MW、
バイオマス液体燃料20MW）を上限価格非公表として実施し、12月18日に結果を公表。

 一般木材等バイオマス発電については、７件・264MWが参加を申し込み、４件・95MWが入札参加
資格を得て、実際の入札件数は１件・35MW（バイオマス比率考慮後出力）（※）であった。入札価格
は19.60円/kWhであり、上限価格（20.60円/kWh）を下回ったため、落札された。
（※）バイオマス比率考慮前出力：2,000MW

 バイオマス液体燃料については、26件・169MWが参加を申し込み、５件・11MWが入札参加資格を
得て、実際の入札件数は１件・２MW（バイオマス比率考慮後出力）（※）であった。入札価格は
23.90円/kWhであり、上限価格（20.60円/kWh）を上回ったため、落札できなかった。
（※）バイオマス比率考慮前出力：2MW

入札参加申込件数・容量 ： ７件・２６４ＭＷ
参加資格を得た件数・容量： ４件・ ９５ＭＷ
実際の入札件数・容量 ： １件・ ３５ＭＷ

入札の結果

上限価格 ：２０．６０円／ｋＷｈ
落札件数・容量 ：１件・ ３５ＭＷ
落札価格 ：１９．６０円／ｋＷｈ

落札の結果

入札参加申込件数・容量 ：２６件・１６９ＭＷ
参加資格を得た件数・容量： ５件・ １１ＭＷ
実際の入札件数・容量 ： １件・ ２ＭＷ

入札の結果

上限価格 ：２０．６０円／ｋＷｈ
落札件数・容量 ：０件・０ＭＷ
入札価格 ：２３．９０円／ｋＷｈ

落札の結果

＜一般木材等バイオマス発電（10,000kW以上）＞ ＜バイオマス液体燃料（全規模）＞



9バイオマス発電 FIT認定量・導入量・各国の買取価格

 バイオマス発電については、エネルギーミックス（602～728万kW）の水準に対して、現時点のFIT
前導入量＋FIT認定量は1,070万kW、導入量は360万kW。2016～2017年度に輸入材を中心とした
大規模な一般木材等バイオマス発電のFIT認定量が急増した。

 最新の買取価格は、一般木材等（10,000kW未満）の2018年度の調達価格が24円/kWhなどである
が、海外の買取価格と比べて高い。一般木材等（10,000kW以上）とバイオマス液体燃料（全規模）
については、2018年度より入札制に移行した。
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30万kW

70万kW
20万kW

30万kW

124万kW

37万kW

16万kW
24万kW

274～400万kW

RPS
127万kW

（万kW）

＜バイオマス発電（5,000kW、ペレット使用）の各国の買取価格＞＜バイオマス発電のFIT認定量・導入量＞

0

5

10

15

20

25

30

日本 （円/kWh） ドイツ （円/kWh）
フランス （円/kWh） イタリア （円/kWh）
スペイン （円/kWh）

（円/kWh）

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州（イタリアを除く。）の価格は運転開始年である。イギリスはFIT制度では支援対象外。
入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均である。
フランス・ドイツは技術等により価格が異なるが、最も安い場合の価格を採用した。

24.0円

12.7円

※改正FIT法による失効分を反映済。
※2017年度認定は、2018年4月以降に新規認定された2017年度価格案件は含まない。※バイオマス比率考慮済。



１．新規燃料の取扱い

２．持続可能性基準

３．入札制度
（１）入札制度全体（太陽光・バイオマス）に

共通の事項（再掲）
（２）入札対象範囲
（３）入札量

４．バイオマス発電のコスト動向
（１）各区分のコストデータ
（２）石炭混焼の取扱い



11新規燃料の取扱いについて
 2018年4月以降に認定する一般木材等バイオマス発電区分及びバイオマス液体燃料区分において用い

ることのできる燃料は、それぞれ木材・PKS・パームトランク及びパーム油に限定している。
 こうした中で、本委員会でのヒアリングでは、業界団体から上記区分において新規燃料を利用したい
との要望があった。この新規燃料を用いたバイオマス発電をFIT制度の対象とするかどうか、
（１）コスト動向
（２）燃料の安定調達（量・持続可能性（合法性））
の観点から御議論いただくこととしてはどうか。

バイオマス発電事業者協会から要望のあった新規燃料

副産物系

EFB（パーム椰子果実房）

ココナッツ殻

カシューナッツ殻

くるみ殻

アーモンド殻
ピスタチオ殻

ひまわり種殻

燃料用草類
ネピアグラス

ソルガム

種子類
ベンコワン（葛芋）種子

ジャトロファ種子
※分類は本委員会における業界団体ヒアリングにおけるバイオマス発電事業者協会

提出資料に従ったもの。

バイオマス発電協会から要望のあった新規燃料

キャノーラ油

大豆油

落花生油

ヒマワリ油

脱炭酸PAO
（パーム酸油）



12新規燃料の取扱いについて（全体的な考え方）（案）

 エネルギー基本計画においては、エネルギー政策の基本的視点として、安全性（Safety）を前提とし
た上で、①エネルギーの安定供給（Energy Security）を第一とし、②経済効率性の向上（Economic 
Efficiency）による低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に③環境（Environment）への適合を
図るため、最大限の取組を行うことが掲げられている（３Ｅ＋Ｓ）。バイオマス発電の新規燃料につ
いては、３Ｅ＋Ｓの観点から、以下のように考えることができる。
 バイオマス発電に利用できる燃料が多様化することで燃料調達に係るリスクが相対的に低減し、

①エネルギー安定供給に資する。
 現時点での発電コストは高いものの、様々な燃料間のコスト競争が行われることで、FIT制度か
らの自立化を見据えたコストダウンが進展すれば、②経済効率性の向上にも繋がる。

 適切に持続可能性が確認される前提で導入が進めば、③環境への適合も図られる。
 また、エネルギー基本計画においては、

 バイオマス発電の「政策の方向性」として、安定的に発電を行うことが可能な電源となりうる、
地域活性化にも資するエネルギー源とされており、

 バイオマス発電の「主力電源化に向けた取組」として、地域での農林業と合わせた多面的な推進
を目指していくこととされている。

新規燃料の取扱いについても、こうした指針との整合性を図る必要がある。
 さらに、再生可能エネルギーを主力電源としていくためには、発電コストの低減に加えて、発電が長
期安定的に行われることが重要であるが、国内の木材の供給量は季節による変動が相対的に大きいと
いう実態を踏まえれば、より安定的にバイオマス発電を実施するためには、海外の木材やPKS等及び
一定の新規燃料の活用が必要という考え方もある。

 なお、新規燃料のうち海外からの輸入を行うものの取扱いについては、内外無差別の原則（内国民待
遇義務）を含む国際的な通商取引・投資のルールに基づく必要がある。



13新規燃料の取扱いについて（（１）コスト動向）（案）
 新規燃料について、発電設備自体は既存燃料と同様であるため、燃料費に着目してコスト動向を分析することし、本

委員会のヒアリングに加え、事務局が追加的に業界団体にヒアリングを行った結果は以下のとおりとなった。
 固体の新規燃料については、概ね現行の区分で想定されているペレットとチップの実績値（定期報告）の間の水準に
あるものはこの区分の燃料として取り扱うこととしてはどうか。この場合、バイオマス発電事業者協会から要望の
あった新規燃料は、全て一般木材等バイオマス発電区分として取り扱うこととなる。

 液体の新規燃料については、現行の区分で想定されているパーム油の実績値（定期報告）と概ね同水準（±20%程
度）であるものはこの区分の燃料として取り扱うこととしてはどうか。この場合、バイオマス発電協会から要望の
あった新規燃料の燃料費は、全てバイオマス液体燃料区分として取り扱うこととなる。

バイオマス発電事業者協会から要望のあった新規燃料の燃料費

副産物系

EFB（パーム椰子果実房） 668～1,195円/GJ

ココナッツ殻 781円/GJ

カシューナッツ殻 797円/GJ

くるみ殻 914円/GJ

アーモンド殻 1,001円/GJ

ピスタチオ殻 974円/GJ

ひまわり種殻 1,108円/GJ

燃料用草類
ネピアグラス 787～1,019円/GJ

ソルガム 1,201円/GJ

種子類
ベンコワン（葛芋）種子 956円/GJ

ジャトロファ種子 935円/GJ

バイオマス発電協会から要望のあった新規燃料の燃料費

キャノーラ油

1,840円/GJ

大豆油

落花生油

ヒマワリ油

脱炭酸PAO
（パーム酸油） 2,233円/GJ

（参考）既存燃料の燃料費

定期報告データ 想定値

ペレット 1,249円/GJ

750円/GJチップ 675円/GJ

PKS 866円/GJ

（参考）既存燃料の燃料費

定期報告データ

パーム油 2,270円/GJ



14新規燃料の取扱いについて（（２）燃料の安定調達①）（案）
 FIT制度では、バイオマス燃料の安定的な調達が見込まれることが認定基準となっており、新規燃料をFIT制度の対

象として認める場合には、認定時に燃料の安定調達（量・持続可能性（合法性））について確認を行う必要がある。
業界団体から要望のあった新規燃料（p11参照）については、以下の確認を行うことを前提として、2019年度から
FIT制度の対象として認めることとしてはどうか。

（１）量的な安定供給について
 量的な安定調達について、一般木材等バイオマス及びバイオマス液体燃料については、FIT認定量の急増を踏まえ、

国内商社等との安定調達契約書等だけでなく、現地燃料調達者等との安定調達契約書等を確認することとしている。
 新規燃料についても、個別の安定調達契約書等により、燃料を量的に安定調達する見込みを確認できると考えられる

ことから、新規燃料をFIT制度の対象として認める場合、既存燃料と同様に認定時に現地燃料調達者等との安定調達
契約書等を確認することとしてはどうか。

（２）持続可能性（合法性）について
 持続可能性（合法性）については、次のように考えることとしてはどうか。

 現在のFIT制度では、燃料として一般木材及びパーム油を用いるものについては、認定の際に、国内燃料は森
林法等に基づいて持続可能性の確認を行い、輸入燃料は第三者認証により持続可能性を確認している。他方、
PKS及びパームトランクを用いるものについては、現時点では持続可能性の確認を行うことが難しく、確認を
行っていない。

 新規燃料についても、欧州での取扱いも参考に、次頁の表のとおり、主産物（当該燃料より付加価値の高い製
品が産出されないもの）については、一般木材及びパーム油と同様に、持続可能性の確認を行うこととし、そ
れ以外の副産物については、PKS及びパームトランクと同様に取り扱うこととしてはどうか。
（※）主産物か副産物か明確でないものは主産物とみなして取り扱うこととしてはどうか。

 さらに、副産物についても、現時点では持続可能性の確認を行っていないPKS等を含めて、今後は確認を行う
こととしてはどうか。具体的な基準を含めた確認方法については、主産物に関する持続可能性基準の検討
（p18参照）と並行して検討して決定することとしてはどうか。



15新規燃料の取扱いについて（（２）燃料の安定調達②）（案）

主
産
物

副
産
物

メタン発酵
ガス発電
【39円】

下水汚泥
（ガス化）

食品残さ
（ガス化）

家畜糞尿
（ガス化）

一般廃棄物
その他バイオ

【17円】

廃
棄
物

下水汚泥

一般廃棄物

家畜糞尿

建設資材
廃棄物

【13円】

建設資材
廃棄物

未利用材
【40円/32円】

未利用材

一般木材等バイオマス
【24円/入札制】

バイオマス液体燃料
【入札制】

一般木材

PKS

EFB

ココナッツ殻

くるみ殻

ピスタチオ・
アーモンド殻

ひまわり種殻

ベンコワン
種子

ネピアグラス

ソルガム

ジャトロファ種子

パーム油

パーム
トランク

キャノーラ油

大豆油

落花生油

ヒマワリ油

PAO

：RSPOなどで持続可能性確認

ー

ー

（※）

ー

ーーー

（※）

（※）主産物・副産物を原料とするメタン発酵ガス発電の考え方については、次頁参照
：今後持続可能性の確認方法を検討



16主産物・副産物を原料とするメタン発酵ガス発電の考え方（案）
 前頁の整理を踏まえると、バイオマス発電の類型として、主産物・副産物を原料としてメタン発酵ガ

ス発電を行うことが考えられる。

 メタン発酵ガス発電区分（39円/kWh）については、廃棄物（下水汚泥、食品残さ、家畜糞尿等）を
原料とすることを想定して調達価格等の設定を行っており、主産物や副産物をメタン発酵によりガス
化させたものを燃料として発電を行うことは、調達価格等の設定時に想定していない。

 こうした類型の取扱いとしては以下の案が考えられるが、どのように取り扱うことが適切か。
【案①】持続可能性の確認を行うことを前提として、FIT制度の対象とする。

（案①－１）メタン発酵ガス発電区分の対象とする。
（案①－２）一般木材等バイオマス発電区分の対象とする。

【案②】直接燃焼が可能な原料をガス化することで社会的なトータルコストが増加し、その増加分を
高い調達価格で買取ることにより国民負担が増大することや、主産物や副産物を原料とする
場合、廃棄物と異なる燃料費を要することから、FIT制度からの自立化がより難しいことを
踏まえて、具体的な事業計画に基づく詳細なコストデータが得られるまでの当面の間、FIT
制度の新規認定を行わないこととする。



１．新規燃料の取扱い

２．持続可能性基準

３．入札制度
（１）入札制度全体（太陽光・バイオマス）に

共通の事項（再掲）
（２）入札対象範囲
（３）入札量

４．バイオマス発電のコスト動向
（１）各区分のコストデータ
（２）石炭混焼の取扱い



18RSPO以外の持続可能性基準について（案）
 FIT制度では燃料の安定調達を確保するため、認定の際に、国内燃料は森林法等に基づいて持続可能性の確認を行い、輸入燃

料は第三者認証を用いて持続可能性の確認を行うこととしている。特に、バイオマス液体燃料については、RSPOなどの第三
者認証によって持続可能性の確認を行うこととし、より実効的な確認を行うため、認証燃料が非認証燃料と完全に分離された
かたちで輸送等されたことを証明するサプライチェーン認証まで求めている。

 RSPO以外の持続可能性基準について、RSPOと同等であると決定するためには、事業計画策定ガイドラインで掲げていると
おり、（１）環境・社会への影響や労働の評価が含まれる、（２）非認証油と混合することなく分別管理されているといった
観点が満たされているか確認を行っていく必要がある。

 こうした中で、今年度の本委員会での業界団体ヒアリングにおいて多くの種類の新規燃料が要望されていることから、パーム
油限定の基準ではなく、多様な燃料に対応することができる様々な基準の検討が必要となっており、さらに専門的・技術的な
議論が求められる状況となっている。また、RSPO以外の持続可能性基準については、
①それぞれの基準が持続可能性の確認に十分かといった点に関する評価が有識者の中でも分かれている、
②同一の評価項目であっても、それぞれの基準で詳細な評価方法が異なる、
③一部の基準は制度設計を進めている途上にあり、現段階ではその基準の評価が難しい、
点にも留意する必要がある。

 このため、今年度の委員会では、有識者ヒアリングの結果を踏まえて、以下の表のとおり、基準に少なくとも含まれなければ
ならない評価項目等をさらに具体化した上で、詳細の検討は総合資源エネルギー調査会の下に検討の場を設けて専門的・技術
的に行うこととし、この場において、副産物（p14参照）に関する持続可能性の確認方法の検討を行うとともに、パーム油以
外も含めた主産物に対する個別の持続可能性基準がRSPOと同等と認められるか決定することとしてはどうか。

持続可能性基準に少なくとも含まれなければならない評価項目等

（
１
）
環
境
・
社
会
へ
の

影
響
や
労
働
の
評
価
が

含
ま
れ
る

◆環境について次の評価項目が含まれる
・環境影響評価の実施が規定されている ・泥炭地等の脆弱な土地の転換を禁止している
・森林等を含む保全価値の高い土地の転換を禁止している

（
２
）
非
認
証
油
と
混
合

す
る
こ
と
な
く
分
別
管
理

さ
れ
て
い
る

◆アイデンティティ・プリザーブド
（IP）又はセグリゲーション（SG）
相当の運用によって、非認証油と混
合することなく分別管理されること
が確認できている

◆社会について次の評価項目が含まれる
・土地の利用に関して権利等を有している

◆労働について次の評価項目が含まれること
・児童労働及び強制労働の排除が規定されている ・業務上の健康安全確保の実施が担保されている
・労働者の団結権及び団体交渉権の確保が規定されている



19（参考）RSPO以外の持続可能性基準に対する評価の例①
RSPO RSB ISCC GGL ISPO MSPO

環境・社会への影響
や労働の評価が含ま
れる

環境について右の評
価が含まれること

環境影響評価の実施
が規定されているこ
と

植え替えを含む、農園及び
搾油工場運営が環境に影響
を及ぼす側面が特定される。
また、悪影響を緩和し、好影
響を促進するような計画を作
成し、実施し、及び監視し、
継続的な改善が明示される
（他にも項目あり）

効率的かつ効果的な実施・
緩和・モニタリング・評価計
画の策定を通じて、影響やリ
スクを評価し可能性を担保
するための環境評価を実施
しなければならない

人間・動植物、土壌・水・大
気、重要な資産や文化遺産、
及びそれらの相互関係につ
いて環境影響評価を実施す
る
環境における全ての負の影
響を回避する

森林管理の目的達成のため、
調査・分析・計画・実行・モニ
タリング・評価・改善のサイ
クルを含む森林管理システ
ムが構築される

パーム加工ユニットを有す
る総合植林事業者は関連
法に基づき環境管理及び
モニタリングを実施しなけ
ればならない
植林会社は環境許諾に
従って義務を履行しなけれ
ばならない

新たな植林の前に、社会・
環境影響評価が実施され
なければならない
国や地域の環境法に従っ
た環境政策や環境管理シ
ステムが文書化され実施
されなければならない

森林等を含む保全価
値の高い土地の転換
を禁止している。

2005年11月以降、原生林、
または維持・拡大が要求さ
れている高い保護価値を有
する土地を含む地域では、
新規作付を行わない

事業対象地及び事業対象地
となりうるエリア内で、地域・
国もしくは国際的に重要とさ
れる保全価値は維持または
強化されなければならない

生物多様性価値の高い土地
（森林、天然資源保護が規
定されている土地、希少種
や絶滅危惧種及びそれらの
生態家の保護区域、生物多
様性の高い草地）でバイオマ
スを生産しない
（他にも項目あり）

保全価値の高い場所または
これと同等の場所は特定・
保護され、可能な場合は強
化される
バイオマス原料は、1997エ
年12月31日以降に天然林等
である場所から生産しては
ならない （他にも項目あり）

対象地が森林由来の場合、
そのことが文書化される。
首長が発効した対象地許
可が使用可能であること。
植林会社は事業地内の生
物多様性を維持・保全しな
ければならない
（他にも項目あり）

オイルパームは、天然林
や、天然資源・生態系サー
ビス、社会・文化的価値の
保護が指定された区域に
植林してはならない
（他にも項目あり）

泥炭地等の脆弱な土
地の転換を禁止して
いる

急こう配の地形、及び/また
は、泥炭地等の脆弱な土地
の転換を禁止している

事業対象地及び事業対象地
となりうるエリア内で、地域・
国もしくは国際的に重要とさ
れる保全価値は維持または
強化されなければならない
（再）

2008年1月以降に泥炭地で
ある場所でバイオマスを生
産しない
炭素ストック量の大きい土地
（湿地、森林）でバイオマスを
生産しない

バイオマス生産が湛水状態
の土壌における水の枯渇を
引き起こさないことが証明さ
れない限り、2008年1月1日
以降に泥炭地の場所からバ
イオマスを生産してはならな
い （他にも項目あり）

― 泥炭地へ植林する場合、
悪影響を受けることなく泥
炭地が保護されるための
緩和計画が策定・実施され
なければならない

社会について右の評
価が含まれること

土地の利用に関して
権利を有していること、
もしくは権利者の合
意を得ていること

が求められている

土地利用権は明示される、
または法的・慣習的な利用
権を有する地域住民の権利
が損なわれず、彼らから法
的意義を申し立てられない
状態である
（他にも項目あり）

公式・非公式含め、既存の
土地所有権や土地利用権は
評価、文書化、確立されなけ
ればならない。事業のため
の土地利用権はこれらが決
定した場合にのみ認められ
る （他にも項目あり）

生産者は、土地が正当に使
用され、伝統的な土地の権
利が確保されていることを証
明することができる

森林管理者は森林利用の
法的権利を有している

オイルパームの栽培にお
いて、他者の法的土地利
用権を損なってはならない
土地の慣習的権利は脅か
されたり損なわれてはなら
ない

植林会社は所管官庁から
対象地の許可証を取得し
なければならない
植林会社は土地の権利を
開発権の形で保有しなけ
ればならない
（他にも項目あり）

労働について右の評
価が含まれること

児童労働及び強制労
働の排除が規定され
ている

児童労働の排除、強制労働
の排除が規定されている

家庭農園で子供の通学に影
響せず、子供の健康を害す
る恐れがない場合以外は、
児童労働は行わない
奴隷労働や懲役、強制労働
は行わない

最低年齢は国・地域の規則
やILO条約（児童労働の禁止
条項等）に準拠する。
農家・植林地は未成年者を
雇ってはならず、強制労働
は行わない

バイオマスは、いかなる児童
労働、強制労働によっても
生産されない

― ―

労働者の団結権及び
団体交渉権の確保が
規定されている

雇用者は、全労働者が自ら
の選択により労働組合を組
織し加入する権利、及び団
体交渉を行う権利を尊重す
る。関連法がある場合、これ
を適用する

労働者は、団結の自由、組
織する権利、団体交渉権を
享受する

労働者は、労働条件の交渉
のための労働組織を作る権
利と団体交渉権を有する
（他にも項目あり）

森林労働者に対し、団結の
自由と団体交渉権が尊重さ
れる

植林会社は労働者の権利
と要望を受け入れる窓口と
しての労働者団体の設置
を認めなければならない
（他にも項目あり）

―

業務上の健康、安全
確保の実施が規定さ
れている

業務上の健康と安全に関す
る計画が文書化され、実効
的に伝達され、実施される

労働者の労働安全衛生条件
は、国際的に認められた基
準に従わなければならない

農家は、健康・安全・衛生に
関する方針や手続き、リスク
管理を示した文書を有する
全労働者は、健康と安全に
関する十分な研修を受ける
（他にも項目あり）

リスクの特定、リスクを低減
させる安全プログラム、研修
及び装備の装着により、森
林労働者の健康と安全が保
護されなければならない

植林会社は職業的な健康
と安全の基準を適用しなけ
ればならない

職業安全衛生法（1994年）
及び工場・機械法（1967
年）を遵守しなければなら
ない

非認証油と混合する
ことなく分別管理され
ている

アイデンティティ・プリザーブド（IP）又はセグリ
ゲーション（SG）相当の運用によって、非認証油
と混合することなく分別管理されることが確認で
きていること

4つあるオプションのうち、IP、
SGを取得することにより、分
別管理が担保される

5つあるオプションのうち、IP、
SGを取得することにより、分
別管理が担保される

2つあるオプションのうち、SG
（さらにHard SGとSoft SGに
区分、他スキームのIP、SG
と同様）を取得することにより、
分別管理が担保される

原料から最終製品までの取
引・輸送・保管に関する根拠
書類の提出が求められてお
り、これを確認することで分
別管理を担保しうる

―

（認証基準の詳細が公表さ
れておらず、分別管理を担
保できるか不明）

2つあるオプションのうち、
SGを取得することにより、
分別管理が担保される

※三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成



20（参考）RSPO以外の持続可能性基準に対する評価の例②

【液体バイオ燃料】 RSB ISCC GGL RSPO ISPO MSPO

欧州再生可能エネルギー指令（EU-RED） 〇 〇 ― 〇 ― ―

【欧州のFIT制度等において使用できる持続可能性基準】

※三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

【欧州での評価例】

※Study on the environmental impact of palm oil consumption and on existing sustainability standards (Final Report and Appendices)
調査機関からEUに提出された調査報告書

【固体バイオマス】 RSB ISCC GGL SBP FSC PEFC

イギリス （差額固定価格買取制度 FIT-CｆD） 〇 〇 〇 ― ― 〇

オランダ （差額固定価格買取制度 SDR+) 〇 〇 〇 〇 〇 〇

デンマーク （業界団体による持続可能性確保の自主協定） ― ― ― 〇 〇 〇

ベルギー （地域ごとの各種制度） ― ― ― ― 〇 〇

※ 固体バイオマスの認証スキームは、バイオマス種やサプライチェーン等について適用できる対象・範囲が異なることから、事業者はこれらを組み合わせて全体の持続可能性を担保している
※ 現在、欧州再生可能エネルギー指令は改正版（EU-RED II）の制度設計中であり、これが施行されると固体バイオマスについても欧州で基準とスキームが統一化される見込み



21持続可能性に係る確認の経過措置について（案）①

 バイオマス液体燃料についての第三者認証による持続可能性の確認は、既認定案件については、施行
日（2018年4月1日）より１年間に限り、経過措置としてRSPOなどの第三者認証の取得が猶予されて
いる。こうした中で、本委員会のヒアリングで、業界団体からは、既認定案件は経過措置満了期限
（2019年3月末）までにRSPOなどの第三者認証を取得することが難しく、ISPOやMSPOがRSPOと
同等のものとして取引可能となるまでの間は猶予期間を設けるよう要望がされているところ。

 昨年度の本委員会でも議論したとおり、FIT認定量が急増している中で、認定基準として求められて
いる燃料の安定調達を確保するためには持続可能性の確認が重要であることを踏まえると、経過措置
を設けることについては極めて慎重に考える必要がある。

 他方で、委員会での業界団体ヒアリングを踏まえると、長期の燃料調達契約が締結されている中で、
①燃料調達先を切り替える場合には多額の違約金が発生しうること、②現行の契約先にRSPOなどの
認証の取得を迫ることが契約上困難であるといった懸念もある。



22持続可能性に係る確認の経過措置について（案）②

 こうした懸念も踏まえ、事業者の予見可能性に配慮し、以下のとおり経過措置を設定することとして
はどうか。
 昨日（2018年12月19日）時点で運転開始済のものについては、昨年度の本委員会の意見を取り
まとめた日（2018年2月7日）までに①発電設備の発注及び②バイオマス燃料に関する現地燃料
調達事業者等との安定調達契約書等の締結をいずれも済ませている案件に更に限定した上で、持
続可能性の確保に関する事業者の自主的取組（※）を前提に、2021年3月末までの経過措置
（RSPOなどの持続可能性基準の取得の猶予）を認める。《経過措置１》
（※）取組の内容については、自社のホームページ等で情報開示すること。

 昨日（2018年12月19日）時点で運転開始前のものについては、運転開始しない案件に更に限定
した上で、持続可能性の確保に関する事業者の自主的取組（※）を前提に、 2021年3月末まで
の経過措置（RSPOなどの持続可能性基準の取得の猶予）を認める。《経過措置２》
（※）取組の内容については、自社のホームページ等で情報開示すること。

運転開始時期
～2018.12.19（昨日時点で運転開始済） 2018.12.20～（昨日時点で運転開始前）

新
規
認
定
時
期

～2018.3.31

《経過措置１》
2021.4.1より持続可能性を事後的に確認

◆条件（以下を全て満たすこと）
・2018.2.7までに発電設備の発注
・2018.2.7までに燃料安定調達契約書等の締結
・事業者の自主的取組（情報開示を含む）

※条件を満たさない場合、2019.4.1より事後的に確認

《経過措置２》
2021.4.1より持続可能性を事後的に確認

◆条件
・運転開始しないこと

・事業者の自主的取組（情報開示を含む）

※条件を満たさない場合、2019.4.1より事後的に確認

2018.4.1～ 2018.4.1より持続可能性を新規認定時に確認（経過措置はなし）
【昨年度の委員会で決定したとおり】



23（参考）事業者の自主的取組の例

※一般社団法人バイオマス発電協会提出資料



１．新規燃料の取扱い

２．持続可能性基準

３．入札制度
（１）入札制度全体（太陽光・バイオマス）に

共通の事項（再掲）
（２）入札対象範囲
（３）入札量

４．バイオマス発電のコスト動向
（１）各区分のコストデータ
（２）石炭混焼の取扱い



25①2019年度の実施スケジュール（案）【資料１再掲】

 昨年度の委員会では、2018年度の入札実施スケジュールについて、太陽光は年度の上期と下期にそれぞれ１回、バ
イオマスは年度の下期に１回の入札を実施することとし、認定取得期限はいずれの回についても2019年3月末とした。

 2019年度についても、太陽光は年度の上期と下期にそれぞれ１回（第４回・第５回）、バイオマスは年度の下期に
１回（第２回）の入札を実施し、認定取得期限は2020年３月末としてはどうか。（詳細は下の表のとおり。）

 ただし、太陽光については、入札対象範囲の拡大により、〆切の期日までに入札参加資格の審査が終わらない事態が
生じるおそれがある。こうした事態が生じた場合には、例外的な措置として、第４回と第５回の入札を合わせて
2019年度で１回の入札とする（募集容量は第４回と第５回の合計とする）こととしてはどうか。

2019年度
太陽光第4回 太陽光第5回 バイオマス第2回

4月 入札説明会

5月 事業計画受付〆切（5/31）

6月

7月 事業計画審査〆切（7/26） 事業計画受付〆切（7/12）

8月 入札募集開始（8/9）
入札募集〆切（8/23）

9月 入札結果公表（9/3） 事業計画受付〆切（9/９)

10月

11月 事業計画審査〆切（11/8）
入札募集開始（11/21)

12月 入札募集〆切（12/6)
入札結果公表（12/17）

2020年1月

2020年2月

2020年3月 落札案件の認定補正期限（3/2）
認定取得期限（3/31）

調達価格等算定委員会
太陽光第4・5回及びバイオマス第2回を検証・見直し

＜入札実施スケジュール（案）＞



26②地域公共案件の取扱い（案）（ⅰ）【資料１再掲】

 第５次エネルギー基本計画においても、太陽光発電を含めたエネルギーシステムの分散化はエネル
ギー供給構造の効率化や非常時のエネルギーの安定供給確保に資するものであり、地産地消型エネル
ギーシステムの普及に向けて、「国、自治体が連携し、先例となるべき優れたエネルギーシステムの
構築を後押しする」とこととされており、FIT制度においても地域公共案件に対して一定の配慮を行
うことが考えられる。

 その配慮の方法として、例えば、一定の要件を満たした地域公共案件については、本来入札対象とな
る規模であっても、特例的に入札対象としないといった方法も考えられる。しかしながら、今後入札
対象範囲外についてもより一層効率的な調達価格の設定を行っていく必要があるといった指摘がある
中で、入札対象から除外する方法では十分な配慮とならない可能性がある。

 このため、地域公共案件は地方公共団体の出資等により適正な事業実施が担保されているという点に
着目し、入札対象となる場合にはその保証金の減免を行うといった配慮の方法が適切ではないか。

（１）地域公共案件の対象
 適正な事業実施が担保されている案件に対して保証金の減免を行うという趣旨に鑑みると、地域公共

案件の対象については、①当該再エネ発電事業に対する地方公共団体の直接の出資が確認できるもの、
又は②法律に基づいて策定された基準に基づく認定等により地方公共団体が強く関与しているものと
することとしてはどうか。

 ②については、地方公共団体の関与による適正な事業実施を担保するため、地方公共団体からの認定
等に関して、国から地方公共団体に対する適切な指導・助言等が可能であることを前提としてはどう
か。こうした条件に照らし、まず2019年度の入札では、「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生
可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（農山漁村再エネ法）」に基づいて市町村が認定する
案件を対象とすることとし、その他の対象については、必要に応じて来年度以降の本委員会で議論し
て決定することとしてはどうか。



27②地域公共案件の取扱い（案）（ⅱ）【資料１再掲】

（２）保証金減免の程度
 FIT制度の入札に当たっては、

①適正な入札実施を担保するため、入札参加者に対して第１次保証金（500円/kW）
②落札者の確実な事業実施を担保するため、落札者に対して第２次保証金（5,000円/kW）
を求めることとしている。

 （１）の要件を満たす地域公共案件については、地方公共団体の関与により、
①投機的な入札が行われる可能性が低く、
②落札後に事業実施に至る蓋然性も高いことから、
第１次保証金、第２次保証金のいずれについても免除することとしてはどうか。

（※）なお、保証金の免除の有無については、入札結果の公表と併せて、公表することとしてはどうか。

欧州（ドイツ）における地域公共案件の特例

（市民エネルギー法人、エネルギー共同組合が風力発電の入札に参加する場合）

 入札時の保証金の額を30€/kWから15€/kWに減額。
 落札から運転開始までの実施期限が30ヶ月から54ヶ月に延長。
 当該入札の最高落札額を調達価格として決定。
 環境アセスメント実施中であっても入札参加が可能。【現在はこの特例は廃止】



事例①：地元農業者の主導による地域のニーズ
に応じた農林漁業の活性化
（鳥取県岩美町）

太陽光発電（1,500kW）
実施主体：株式会社メデア

28（参考）農山漁村再エネ法の概要【資料１再掲】

 農山漁村再エネ法では、市町村が、国が定めた基本方針に基づき、農林漁業と調和した再エネ発電に
よる農山漁村の活性化に関する方針等について基本計画を策定する。

 この基本計画に適合する設備整備計画については、市町村から認定を受けることで、農地転用の第一
種農地の転用不許可の例外、関連手続きのワンストップ化などの取扱いを受けることが可能となる。

事例②：山林未利用材を活用した
木質バイオマス発電による林業振興
（大分県日田市）

バイオマス発電（未利用材）
（5,700kW）
実施主体：株式会社グリーン

発電大分

国から地方公共団体に対する指導・助言について
 基本計画の作成にあたり、地方農政局等がハンズオン支援し、協議会の設置、運営に対する助言や参加等の援助を実施しており、

国として基本計画の内容や進捗状況を把握することができる。



29③上限価格の取扱い（案）【資料１再掲】

 太陽光第１回は上限価格を予め公表して実施し、太陽光第２回・第３回及びバイオマス第１回は上限価格を非公表
（結果公表後に事後的に公表）として実施した。

 本委員会の業界団体ヒアリングにおいては、上限価格を予め公表した場合のメリットとして、①事業者が入札に参加
しやすくなり、事業者間の競争がより促進される、②上限価格が予め明示されていた方が、事業者としてコスト削減
の努力がしやすいといった点が挙げられた。

 一方、上限価格を予め公表した場合のデメリットとして、入札価格が上限価格に張り付くおそれが挙げられる。上限
価格を予め公表して実施した太陽光第１回（上限価格：21円/kWh）では、入札した９件中３件が20円/kWh以上21
円/kWh以下で入札を行い、実際に上限価格への張付きが見られた。また、太陽光第３回では、事後的に公開された
第２回の上限価格（15.50円/kWh）に張り付く傾向が見られた。

 こうした中で、応札を行う者が増加すれば、事業者間の競争が促進され、上限価格近傍で入札を行った事業者が落札
できる可能性は低くなるため、上限価格を予め公表した場合のデメリットは相対的に小さくなる。

 このため、
①太陽光第４回・バイオマス第２回は、まずは上限価格を非公表として実施したうえで、
②太陽光第５回は太陽光第４回の入札結果も踏まえて、応札量が募集容量を十分に上回ると判断できる場合には、上
限価格を予め公表して実施することを検討することとしてはどうか。

（※）上限価格の具体的な額については、今年度同様、入札募集開始までに決定することとしてはどうか。

【公表の場合】 【非公表の場合】

②一定数の事業者は上限価格
よりも相当程度低い価格で
入札しており、非公開の場
合と大きな差はない。

①事業者間の競争が促進され
れば、上限価格近傍で落札
できる可能性は低下。



30④調達価格の決定方式（案）【資料１再掲】

 一昨年度の本委員会では、ドイツの事例を参考としつつ、①応札額をそのまま調達価格として採用す
る方式（pay as bid方式）、②最も高い額で落札した者の応札額を落札者全員の調達価格として採用
する方式（uniform pricing方式）のいずれが適切か検討し、価格低減効果の健全化（※）の観点や、
事業者の予見可能性向上の観点から、2017～2018年度はpay as bid方式を採用したところ。

（※）ドイツで調達価格の決定方式としてuniform pricing方式を採用した第２回及び第３回入札では、いずれも１ユー
ロセント/kWh以下という極端に安価な入札があった。

 その後、当時の決定に当たって参考としたドイツにおいても複数回の入札が行われたが、いずれも
pay-as-bid方式での入札が行われている。

 日本においても、引き続き、入札実施に当たっては、価格低減効果の健全化や事業者の予見可能性向
上の観点が重要であることから、2019年度以降についてもpay as bid方式で入札を実施することと
してはどうか。

＜ドイツでの太陽光入札の事例＞

第1回
2015.4

第2回
2015.8

第3回
2015.12

第4回
2016.4

第5回
2016.8

第6回
2016.12

第7回
2017.2

第8回
2017.6

第9回
2017.10

第10回
2018.2

第11回
2018.6

募集容量 150MW 150MW 200MW 125MW 125MW 160.483MW 200MW 200MW 200MW 200MW 182.479MW

平均落札価格
(ﾕｰﾛｾﾝﾄ/kWh) 9.17㌣ 8.49㌣ 8.00㌣ 7.41㌣ 7.25㌣ 6.90㌣ 6.58㌣ 5.66㌣ 4.91㌣ 4.33㌣ 4.59㌣

入札価格範囲
(ﾕｰﾛｾﾝﾄ/kWh)

8.48㌣
～11.29㌣

1.00㌣
～10.98㌣

0.09㌣
～10.98㌣

6.94㌣
～10.98㌣

6.80㌣
～10.98㌣

6.26㌣
～8.45㌣

6.00㌣
～8.86㌣

5.34㌣
～65.4㌣

4.29㌣
～7.20㌣

3.86㌣
～5.74㌣

3.89㌣
～4.96㌣

入札上限価格
(ﾕｰﾛｾﾝﾄ/kWh) 11.29㌣ 11.18㌣ 11.09㌣ 11.09㌣ 11.09㌣ 11.09㌣ 8.91㌣ 8.91㌣ 8.84㌣ 8.84㌣ 8.84㌣

調達価格の
決定方式

pay-as
-bid

uniform
Pricing

uniform
Pricing

pay-as
-bid

pay-as
-bid

pay-as
-bid

pay-as
-bid

pay-as
-bid

pay-as
-bid

pay-as
-bid

pay-as
-bid



31⑤保証金の取扱い（第三者保証）（案）【資料１再掲】

 現行の入札制度では、保証金の納付を現金で求めているところ。
 こうした中、一部の事業者からは、保証金を現金ではなく、金融機関等の第三者による保証を差し入

れることで代替できないか求める声があった。同様に入札を実施しているドイツやフランス、デン
マークの例では、いずれも第三者保証を認めているが、保証主体については外部格付機関等から一定
以上の評価を受けている金融機関等に限定している場合が多かった。

 したがって、一定の信用力を担保する観点から指定入札機関が指定するいずれかの格付機関から保証
書発行時にA格（※）以上の格付を得ている金融機関によるものであれば、保証差入れを認めることと
してはどうか。その際、煩雑な事務手続きを回避するために第三者保証の差入れから現金の納付に変
更することは認めるものの、指定入札機関の実務に配慮し、現金の納付から第三者保証の差入れに変
更することは認めないこととしてはどうか。
（※）A-またはA3以上の格付を指す。

ドイツ（太陽光） フランス（太陽光)（※1） デンマーク（洋上風力）
保証金の
納付形式 現金または第三者保証 現金または第三者保証 第三者保証のみ

保証主体の要件

• 銀行・信用保険会社
• EUまたは欧州経済領域

（EEA)に関する協定の契約
当事国における認可が必要

• 銀行・保険会社
• 金融監督庁認定の外部機関

による一定以上の格付が
必要（※2）

• エネルギー庁認定の
金融機関

• A-（S&P・Fitch)/ A3
（Moody’s）以上または
これと同等の格付が必要

＜諸外国の入札制度における保証金の在り方＞

（※1） 2018年6月1日を入札期限とした500kW～30MWの地上設置型設備を対象とした第4回入札以降の規定。
（※2） 銀行監督の国際的枠組みである新BIS規制上の適格格付機関から「first grade of credit quality」に該当する格付を得ていることが必要。
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332019年度の入札対象範囲（案）

 2018年度の入札対象範囲については、昨年度の本委員会において、FIT認定量・導入量を踏まえた競
争環境の成立状況に基づき、
 一般木材等バイオマス発電については、①5,000kW以上で十分なFIT認定量・認定件数を有し、

②20,000kW以上で発電効率が高くコスト低減のポテンシャルが大きい中で、エネルギー基本
計画においても地域分散型エネルギーとなりうる小規模案件への配慮が掲げられていることを踏
まえ、10,000kW以上を入札対象範囲とし、

 バイオマス液体燃料については、FIT認定量については50,000kW程度の案件が多く存在するも
のの、2,000kW未満の比較的な小規模な案件でも十分なFIT認定件数が存在することから、全
規模を入札対象範囲とした。

 その後（2017年10月以降）のFIT認定量・認定件数を分析すると、一般木材等バイオマス発電とバイ
オマス液体燃料のいずれについても、その傾向に大きな変化はないことから、2019年度についても引
き続き、
 一般木材等バイオマス発電については10,000kW以上
 バイオマス液体燃料については全規模
とすることとしてはどうか。



0 5 10 15 20 25 30 35

2,000kW未満

2,000-5,000kW
5,000-10,000kW

10,000-20,000kW
20,000-30,000kW
30,000-40,000kW
40,000-50,000kW
50,000-60,000kW
60,000-70,000kW
70,000-80,000kW
80,000-90,000kW

90,000-100,000kW
100,000kW以上

342019年度の入札対象範囲
＜一般木材等バイオマス発電の規模別FIT認定量＞ ＜一般木材等バイオマス発電の規模別FIT認定件数＞

＜バイオマス液体燃料の規模別FIT認定量＞ ＜バイオマス液体燃料の規模別FIT認定件数＞

【2018年度の入札対象規模】
（10,000kW以上）

【2018年度の入札対象規模】
（全規模）

※改正FIT法による失効分を反映済。 ※縦軸：バイオマス比率は考慮前、横軸：バイオマス比率は考慮後。
※2018年度については、2018年4月～8月の期間。
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100,000kW以上
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一般木材等バイオマス発電
バイオマス
液体燃料 合計10,000kW

未満
10,000kW

以上

2012年度認定 6 9 0 15

2013年度認定 19 367 72 457

2014年度認定 0 390 45 435

2015年度認定 13 511 57 581

2016年度認定 35 3,186 994 4,215

2017年度認定 11 1,546 150 1,707

2018年度認定 0 0 0 0

認定量 83 6,010 1,328 7,409

36年度別のFIT認定量及び導入量

単位：ＭＷ＜FIT認定量の推移＞

（注）四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

※改正FIT法による失効分を反映済。 ※バイオマス比率は考慮済。
※2018年度については、2018年4月～8月の期間。

一般木材等バイオマス発電
バイオマス
液体燃料 合計10,000kW

未満
10,000kW

以上

2012年度導入 0 0 0 0

2013年度導入 9 9 0 9

2014年度導入 18 0 24 41

2015年度導入 7 87 0 87

2016年度導入 13 116 63 192

2017年度導入 6 323 4 333

2018年度導入 6 50 5 61

導入量 60 585 95 724

＜導入量の推移＞ 単位：ＭＷ

 2018年度の入札量については、昨年度の本委員会において、FIT認定量・導入量を踏まえて十分な競
争が生じる入札量を検討し、一般木材等バイオマス及びバイオマス液体燃料を合計して200MWとし
た上で、導入量の割合を勘案して、一般木材等バイオマスを180MW、バイオマス液体燃料を20MW
としたところ。

 FIT認定量については、2016年度をピークに減少傾向にある。2018年度は一般木材等バイオマス発
電（10,000kW以上）及びバイオマス液体燃料で入札制に移行している中で、第１回の応札件数・応
札容量は、一般木材等バイオマス発電区分で１件・35MW（落札）、バイオマス液体燃料区分で１
件・2MW（不落）に止まった。



372019年度の入札量（案）
 入札の実施に当たっては、より事業者間の競争が進み、コスト低減が促されるような入札量の設定を

行うことが重要である。
 バイオマス発電については、一般木材等バイオマス発電・バイオマス液体燃料を中心に、2016年度
を中心にFIT認定量が急増し、その後、一定数の案件が接続契約を締結できずに失効したが、現時点
でもバイオマス全体で1,070万kW（エネルギーミックス：602～728万kW）、このうち一般木材等
バイオマス発電・バイオマス液体燃料で740万kWのFIT認定量が存在している。本委員会での業界団
体ヒアリングを踏まえると、現時点のFIT認定案件の全てが導入されるとは限らないが、少なくとも、
全ての2016年度認定案件に設備発注期限（認定日から２年）が到来する2019年3月末までの間、設
備発注状況を見極めていく必要がある。

 また、年度別のFIT認定量では、FIT認定量は2016年度をピークに減少傾向にある。さらに、2018
年度に実施した第１回バイオマス入札で応札した事業者は、一般木材等バイオマス発電区分で１件・
35MW、バイオマス液体燃料区分で１件・2MWに止まった。

 以上の点を踏まえると、入札の競争性を確保するとともに、一般木材等バイオマス発電の案件とバイ
オマス液体燃料の案件を合わせて効率的なものから導入を推進していく観点から、2019年度のバイオ
マスの入札は一般木材等バイオマス発電区分とバイオマス液体燃料区分を合わせて実施することとし
てはどうか。

 その上で、業界団体からは入札量の拡大が要望されているものの、①直近の動向を踏まえれば、2019
年度の入札量については、第１回の入札量よりも小さくすることが適切と考えられること、②現時点
の認定案件においても、１件当たりの出力が100MWを超える一般木材等バイオマス発電の案件（バ
イオマス専焼）存在することから、一般木材等バイオマス発電区分とバイオマス液体燃料区分を合わ
せて120MWとすることとしてはどうか。



 バイオマス発電については、一般木材等バイオマス発電・バイオマス液体燃料のFIT認定量急増により、
FIT制度開始前の導入量と2018年3月時点のFIT認定量を合わせた容量がバイオマス発電全体で1,070
万kWとなっており、エネルギーミックスの水準（602～728万kW）を超えている。

 一般木材等バイオマス発電・バイオマス液体燃料のFIT認定の内訳（容量ベース）は、燃料にパーム油
等を含むもの（バイオマス液体燃料）が23%を占めており、残りの77%は木材やPKSを燃料として使
用するものである。

（参考）FIT認定量・導入量の推移等

0

200
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800

1000

1200
メタン発酵ガス 未利用材 一般木材等・液体燃料 建設資材廃棄物 一般廃棄物・その他

FIT導入前 2016年3月 2018年3月 ミックス

FIT前導入量
230万kW

FIT前+FIT認定量
600万kW

FIT前+FIT認定量
1070万kW

導入量
280万kW

導入量
360万kW

602～728万kW

20万kW

300万kW

40万kW
10万kW

20万kW
10万kW
10万kW

10万kW
50万kW

740万kW

10万kW
30万kW

70万kW
20万kW

30万kW

124万kW

37万kW

16万kW
24万kW

274～400万kW

RPS
127万kW

（万kW）

＜一般木材等・液体燃料のFIT認定の内訳＞

※改正FIT法による失効分を反映済。
※2017年度認定は、2018年4月以降に新規認定された2017年度価格案件は含まない。※バイオマス比率考慮済。

＜バイオマス発電のFIT認定量・導入量＞

（容量ベース）

※バイオマス比率考慮後出力で計算。
2018年3月時点。改正FIT法による失効分を反映済。
バイオマス比率90%以上の専焼案件のみで計算。

燃料にパーム油等
を含むもの

23% 燃料にパーム油等
を含まないもの

77%

（うち燃料にPKSを含むもの54%）
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①木質等バイオマス発電 資本費
 木質等バイオマス発電（未利用材、一般木材等、建設資材廃棄物の各区分をまとめた総称）では、各区分で資本

費・運転維持費について共通の想定値を置いている箇所がある。そこで、共通の想定値を置いている区分は一体と
してコストデータの検証を行い、ここでは、一般木材等（入札対象範囲外）の2019年度の想定値及び未利用材、
建設資材廃棄物の各区分の2021年度の想定値を検討することとした。
（注：この節では、調達価格設定時の想定を踏まえ、バイオマス専焼案件を抽出して分析している。）

 これまでに得られた資本費のコストデータ（未利用材（2,000kW未満）及び建築資材廃棄物以外）は54件。平均
値は45.4万円/kW、中央値は45.0万円/kWとなり、想定値（41万円/kW）とほぼ同水準となる。

 未利用材（2,000kW未満）の資本費のコストデータは19件。平均値は140.9万円/kW、中央値は126.8万円/kWと
なり、想定値（62万円/kW）を上回る。また、建築資材廃棄物の資本費のコストデータは5件。平均値は70.0万円
/kW、中央値は50.9万円/kWとなり、想定値（35万円/kW）を上回る。これらの区分については、コストデータが
少なく、今後コスト動向を注視していく必要がある。

 以上を踏まえると、一般木材等（入札対象範囲外）の2019年度の資本費の想定値及び未利用材、建設資材廃棄物
の2021年度の資本費の想定値は据え置くこととしてはどうか。

（※）なお、バイオマス液体燃料については4件の資本費のコストデータが得られ、平均値は14.7万円/kW、中央値は12.5万円/kWで
あった。

＜出力と資本費の関係（未利用材（2,000kW未満）及び建築資材廃棄物以外）＞
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①木質等バイオマス発電 運転維持費

 これまでに得られた運転維持費のコストデータ（未利用材（2,000kW未満）以外）は61件。平均
値5.1万円/kW/年、中央値4.4万円/kW/年となり想定値（2.7万円/kW/年）を上回るが、分散が
大きい。コストデータの分散が大きいことから、現行の想定値の範囲で効率的な地点・案件を推進
しながら導入を進めていくという観点に留意しつつ、今後のコスト動向を注視する必要がある。

 未利用材（2,000kW未満）の運転維持費のコストデータは13件。平均値8.8万円/kW/年、中央値
7.1万円/kW/年となり、想定値（6.4万円/kW/年）を上回るが、コストデータが少なく、今後の
データの注視が必要である。

 以上を踏まえると、一般木材等（入札対象範囲外）の2019年度の運転維持費の想定値及び未利用
材、建設資材廃棄物の2021年度の運転維持費の想定値は据え置くこととしてはどうか。

（※）なお、バイオマス液体燃料については3件の運転維持費のコストデータが得られ、平均値は1.1万円/kW/年、中央値は1.1万円
/kW/年であった。
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①木質等バイオマス発電 燃料費 42

実績値（熱量ベース） 想定値（熱量ベース）

未利用木材 2,000kW未満 860円/GJ（15件） 900円/GJ
2,000kW以上 1,085円/GJ（72件） 1,200円/GJ

一般木材等

ペレット

723円/GJ（111件）

1,249円/GJ（5件）

750円/GJチップ 675円/GJ（63件）

PKS 866円/GJ（27件）

建設資材廃棄物 321円/GJ（44件） 200円/GJ

 未利用材（2,000kW未満）の燃料費のコストデータは15件。平均値は860円/GJとなり、想定値
（900円/GJ）をやや下回るが、コストデータが少なく、今後のデータの注視が必要である。

 未利用材（2,000kW以上）の燃料費のコストデータは72件。平均値は1,085円/GJとなり、想定値
（1,200円/GJ）と概ね同水準である。

 一般木材等の燃料費のコストデータは111件。平均値は723円/GJとなり、想定値（750円/GJ）と
概ね同水準である。

 建設資材廃棄物の燃料費のコストデータは44件。平均値は321円/GJとなり、想定値（200円/GJ）
をやや上回る。

 想定値と若干のずれが見られる燃料種もあるものの、引き続き、一般木材等の認定量の急増がバイオ
マス発電全体の燃料市場に与える影響を注視する必要があるため、一般木材等（入札対象範囲外）の
2019年度の燃料費の想定値及び未利用材、建設資材廃棄物の2021年度の燃料費の想定値は据え置く
こととしてはどうか。

（※）なお、バイオマス液体燃料について3件の燃料費のコストデータが得られ、平均値は2,270円/GJ、中央値は2,255円/GJであった。

（注）燃料費が逆有償の案件（0円/GJ未満）は、分析の対象から除外した。



②一般廃棄物その他バイオマス 43

 これまでに得られた資本費のコストデータは69件。平均値は96.5万円/kW、中央値84.9万円/kWと
なり、想定値（31万円/kW）を上回る。現在の想定値は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリ
ングに基づいて大規模な設備を想定しているため、6,000kW以上の設備（20件）に限定すると、
平均値は48.1万円/kW、中央値は41.3万円/kWとなり、想定値に近い水準となる。

 これまでに得られた運転維持費のコストデータは207件。平均値は6.1万円/kW/年、中央値は3.9万
円/kW/年となり、想定値（2.2万円/kW/年）を上回る。現在の想定値は、制度開始当初の事業者団
体からのヒアリングに基づいて大規模な設備を想定しているため、6,000kW以上の設備（97件）
に限定すると、平均値は3.3万円/kW/年、中央値は2.8万円/kW/年となり、想定値に近い水準とな
る。

 こうした中で、資本費・運転維持費ともに案件の分散が非常に大きいことから、現行の想定値の範囲
で効率的な地点・案件を推進しながら導入を進めていくという観点から、2021年度の想定値を据え
置くこととしてはどうか。
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※既存の発酵槽を活用している案件には、発酵槽の費用相当額（115万円/kW）を加えた額をプロットしている。

 これまでに得られた資本費のコストデータは119件。平均値は200.9万円/kW、中央値は161.9万円/kWであった。
このうち50件が、過去に投資をしたメタン発酵バイオガス発電に必要な発酵槽（115万円/kW相当）を有効利用し
たケースである点を勘案し、こうしたケースの案件に115万円/kWを付加した場合の実質的な資本費は、平均値は
249.0万円/kW、中央値は216.4万円/kWとなるが、想定値（392万円/kW）を下回った。

 現在の想定値は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリングに基づき小規模な設備（50kW程度）を想定している
ため、50kW未満の設備（15件）に限定すると、実質的な資本費の平均値は381.3万円/kW、中央値は287.1万円
/kWとなり、平均値は想定値に近い水準となる。

 これまでに得られた運転維持費のコストデータは103件。平均値は10.7万円/kW/年、中央値は6.1万円/kW/年とな
り、想定値（18.4万円/kW）を下回った。

 現在の想定値は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリングに基づき小規模な設備（50kW程度）を想定している
ため、50kW未満の設備（14件）に限定すると、運転維持費の平均値は18.8万円/kW/年、中央値は11.0万円/kW/
年となり、平均値は想定値に近い水準となる。

 認定年度が直近となるにつれて設備は大規模化する傾向にあり、例えば2017年度設置案件では、平均規模は
433kWであった。したがって、調達価格等の算定に当たって想定すべき規模について、今後導入される設備の規模
を見極めつつ、中長期的に検討していく必要がある。

③メタン発酵バイオガス発電 コストデータ分析（全体）

＜出力と資本費の関係＞ ＜出力と運転維持費の関係＞

2020年度の想定値
（18.4万円/kW/年）
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 また、委員からの指摘を踏まえ、今年度は原料種別の資本費について分析を行った結果、家畜糞尿を原料とするもの
は資本費が高く、下水汚泥及び食品残さを原料とするものは資本費が低い傾向が確認された。これは、原料種によっ
て発酵槽を新設する案件の比率に差があり、家畜糞尿を原料とする案件では大半が発酵槽を新設する案件であったの
に対し、下水汚泥及び食品残さを原料とする案件では大半が既設の発酵槽を活用する案件であったことが主な理由
だった。

 この結果を踏まえ、原料種を問わず、①発酵槽を新設する案件、②既存の発酵槽を活用する案件の資本費をそれぞれ
分析すると、①発酵槽を新設する案件（69件）の平均値は262.8万円/kW、②既存の発酵槽を活用する案件（50
件）の平均値は115.4万円/kWとなり、資本費に差異が見られた。

③メタン発酵バイオガス発電 コストデータ分析（詳細分析①） 45

＜原料種別のコスト分析＞

家畜糞尿 下水汚泥 食品残さ

資本費(万円/kW) 211.4 107.4 131.2

実質的な資本費（注）
(万円/kW) 223.1 222.5 204.6

運転維持費(万円/kW/年) 8.7 7.8 11.9

発酵槽を
新設した案件

26件
/29件

0件
/23件

6件
/17件

（※）ぞれぞれの原料種別を単独で原料としている案件のみを分析の対象とし、原料混合案件は分析対象から除外。
（注）既存の発酵槽を活用している案件には、発酵槽の費用（115万円/kW）を加えている。

＜発酵槽を新設する案件／既存の発酵槽を活用する案件の資本費＞

資本費

①発酵槽を新設する案件 262.8万円/kW

②既存の発酵槽を活用する案件 115.4万円/kW



0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2013 2014 2015 2016 2017 2018

 このため、コストデータを踏まえれば、新しく既設発酵槽活用型の区分を設定するという考え方もある。他方で、
 昨年度までの委員会では、今後の地域的拡大により費用が増加する可能性もあることから想定値を据え置いて

きている中で、設置年別の資本費及び運転維持費を分析したところ、
①資本費については、2018年設置案件ではこれまで続いてきた資本費の傾向が見られず、
②運転維持費については、2017年度設置案件で急増している、
ことが分かったが、この直近の傾向が一時的なものであるかは現時点では分からないこと、

 本委員会での業界団体ヒアリングを踏まえると、現在のIRRの想定値（1%）は資金調達コスト等を踏まえた
実態よりも低く、想定値よりも低い資本費及び運転維持費で導入することにより資金調達コスト等の不足分を
補っているケースもあると考えられること、

に留意すると、引き続きコストデータを注視していく必要があるため、2021年度の資本費及び運転維持費の想定値
は据え置くこととしてはどうか。

③メタン発酵バイオガス発電 コストデータ分析（詳細分析②） 46

＜設置年別の資本費・運転維持費＞

（設置年）
（※）2012年は件数が1件のため分析対象から除外した。

（万円/kW）資本費想定値(392万円/kW)

運転維持費想定値(18.4万円/kW/年)

（万円/kW/年）

※既存の発酵槽を活用している案件には、発酵槽の費用相当額（115万円/kW）を加えている。
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 石炭混焼案件については、これまで資本費及び運転維持費等のコストデータの収集が十分に進んでお
らず、そのコストの検証を行うことが難しい状況にあった。しかしながら、直近でRPS制度からの移
行認定が相次いだため、FIT法に基づく報告徴収を行うことにより、一定数のデータ収集が可能な状
況になりつつある。

 こうした中で、電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会から本委員会に対して、今後本委員会
においてFIT制度の下での石炭混焼の取扱いについて具体的な検討がなされる場合には、容量市場と
の併用の可能性も含めた検討を早期に行うよう要請がなされている。

 石炭混焼案件については、バイオマス専焼案件とコスト構造が異なる可能性があるため、こうした要
請も契機とし、事業者にコストデータを提出を求めることによって追加的なデータ収集を行い、その
FIT制度上の取扱いを議論する必要があるとの指摘が本委員会の委員からもあったところ。

 このため、今回、FIT認定時に少しでも石炭を混焼する事業計画を提出している全事業者（54件、バ
イオマス比率考慮前出力：１万～410万kW）に対して、FIT法に基づく報告徴収を行い、コストデー
タの提出を求めた。今回の委員会では、この報告徴収の結果と併せて、第１回バイオマス入札の結果
についても検討いただき、石炭混焼の取扱いを御議論いただきたい。

石炭混焼の取扱いについて（これまでの経緯） 48
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（参考）石炭混焼についての参考資料

 FIT制度における買取の対象となる発電量は、発電所全体の発電コストをバイオマス比率で按分した部
分のみである。このため、資本費・運転維持費等に違いがない限り、バイオマス発電部分については、
混焼割合に関わらず同一のコスト構造となる。

 他方で、現時点での認定案件については、定格出力とバイオマス比率の関係を分析すると、定格出力
が200,000kW以上の案件は概ねバイオマス比率が10%以下となっている。燃料価格が比較的安価な
石炭を利用していることから、現行の調達価格の想定値や発電コストWGの諸元を用いて発電所全体で
の発電コストを機械的に試算すると、バイオマス比率10%の案件は、バイオマス専燃の場合と比べて
低コストで事業を実施できているという考え方もある。

＜定格出力とバイオ比率の関係＞

定 格 出 力 （ｋＷ）

バイオ比率（％）

一般木材等バイオマスFIT認定案件（2018年9月末時点）
新規認定案件（青色）：189件
移行認定案件（赤色）： 18件

＜石炭混焼とコスト構造＞

200,000kW以上案件は
概ねバイオ比率10%以下

バイオマス比率10％の場合
＜バイオマス部分のみ＞

発電コスト19円/kWh
IRR4%で価格21円/kWh

＜発電所全体＞
平均発電コスト14円/kWh
IRR4%で価格16円/kWh

（※）資本費・運転維持費・バイオマスの燃料費は現行の一般木材等バイオマス
（20,000kW以上）の想定値。また、石炭の燃料費は発電コスト検証WG想定値。

バイオマス専焼の場合
＜バイオマス部分のみ＞

発電コスト19円/kWh
IRR4%で価格21円/kWh

＜発電所全体＞
平均発電コスト19円/kWh
IRR4%で価格21円/kWh
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（参考）容量市場との併用の可能性に関する議論 50

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会
制度検討作業部会（2018年5月18日）資料3より抜粋

 バイオマス発電の石炭混焼案件については、電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会の中間と
りまとめにおいて、今後、調達価格等算定委員会においてFIT制度の下での石炭混焼の取扱いについて
具体的な検討がなされることとなれば、容量市場との併用の可能性も含めた検討を早期に行うことを、
調達価格等算定委員会に要請することとされている。

電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会 中間とりまとめ（2018年7月）（抜粋）
（固定価格買取制度との関係）
（略）

調達価格等算定委員会においては、資本費・運転維持費等に違いがない限り、バイオマス発電部分については、混焼割合に関わらず
同一のコスト構造になるとされているが、一方で、石炭混焼設備はバイオマス専焼の場合と比べて低コストで事業を実施できているの
ではないか、との指摘もなされており、コストデータが十分に揃っていないことから、今後実施される入札の結果も見ながら検証して
いくこととされている。

そのため、現状、調達価格等算定委員会においては、引き続きデータが揃っていないため、石炭混焼についての結論が得られる状況
にないとされており、この検証を経ていない限り、バイオマス専焼設備を基にした価格区分が適用されるFITと容量市場との併用は認め
られない。
今後、調達価格等算定員会においてFIT制度の下での石炭混焼の取扱いについて具体的な検討がなされることとなれば、容量市場との

併用の可能性も含めた検討を早期に行うことを、調達価格等算定委員会に要請することとする。



報告徴収の結果について（資本費） 51

 未利用材（2,000kW未満）については、今回の報告徴収で得られた石炭混焼データはなかった。
 未利用材（2,000kW以上）及び一般木材等については、現在の想定値は41万円/kWであるが、今回の報告

徴収で得られた石炭混焼案件のデータ（29件）のうち、5万円/kW未満の異常値を除いたもの（22件）の平
均値は27.0万円/kWとなり、想定値を大きく下回った。

 建設資材廃棄物については、現在の想定値は35万円/kWであるが、今回の報告徴収で得られた石炭混焼案件
のデータ（13件）の平均値は17.6万円/kWとなり、想定値を大きく下回った。

 一般廃棄物その他バイオマスについては、現在の想定値は31万円/kWであるが、今回の報告徴収で得られた
石炭混焼案件のデータ（4件）の平均値は0.5万円/kWとなり、想定値を大きく下回った。
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報告徴収の結果について（運転維持費） 52

 未利用材（2,000kW未満）については、今回の報告徴収で得られた石炭混焼データはなかった。
 未利用材（2,000kW以上）、一般木材等及び建設資材廃棄物については、現在の想定値は2.7万円

/kW/年であるが、今回の報告徴収で得られた石炭混焼案件のデータ（40件）の平均値は1.6万円
/kW/年となり、想定値を大きく下回った。

 一般廃棄物その他バイオマスについては、現在の想定値は2.2万円/kW/年であるが、今回の報告徴収
で得られた石炭混焼案件のデータ（10件）の平均値は0.5万円/kW/年となり、想定値を大きく下
回った。
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報告徴収の結果について（燃料費） 53

 これまでバイオマス発電の燃料費については、投入燃料の熱量当たりの燃料費を分析してきた。他方で、石炭混焼案
件は規模が大きく、大規模化による発電効率の上昇が見込まれる中で発電効率を適切に評価するためには、投入燃料
の熱量当たりの燃料費ではなく、売電電力量当たりの燃料費を分析することが必要となる。このため、今回の報告徴
収の結果については、売電電力量当たりの燃料費を算出することとした。また、想定値が0円/kWhの「一般廃棄物
その他バイオマス」以外の区分については、燃料費が各区分の調達価格より高いデータは異常値として排除した。

 未利用材（2,000kW未満）については、今回の報告徴収で得られた石炭混焼データはなかった。
 未利用材（2,000kW以上）については、現在の想定値は21.1円/kWhであるが、今回の報告徴収で得られた石炭混

焼案件のデータ（24件）の平均値は13.7円/kWhとなり、想定値を下回った。
 一般木材等については、現在の想定値は14.0円/kWh（2017年度の20,000kW以上の想定値は11.4円/kWh）であ

るが、今回の報告徴収で得られた石炭混焼案件のデータ（36件）の平均値は11.5円/kWhとなり、想定値と概ね同
水準であった。

 建設資材廃棄物については、現在の想定値は4.1円/kWhであるが、今回の報告徴収で得られた石炭混焼案件のデー
タ（14件）の平均値は5.2円/kWhとなり、想定値をやや上回った。

 一般廃棄物その他バイオマスについては、現在の想定値は0円/kWhであるが、今回の報告徴収で得られた石炭混焼
案件のデータ（28件）の平均値は6.5円/kWhとなり、想定値を上回った。
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 石炭混焼案件（石炭比率が0％より大きい案件）については、以下のとおり、取り扱うこととしてはどうか。

（１）一般木材等・未利用材・建設資材廃棄物との混焼について

 一般木材等・未利用材・建設資材廃棄物については、報告徴収で得られた資本費、運転維持費及び燃料費は、現在の想定
値より著しく低い。

 このため、まず、一般木材等バイオマス発電の入札対象範囲（2018年度＝10,000kW以上）について、事業に要する費
用が異なる中で適正な競争を促すためには、新しく石炭混焼区分を設定し、バイオマス専焼案件とは別区分で入札を実施
することが必要となる。しかしながら、現在、一般木材等バイオマス発電区分のFIT認定量が急増しており、今後の導入
動向を注視すべき状況にあることを踏まえれば、新しく石炭混焼区分を設定するよりも、2019年度より石炭混焼案件は
入札制度の対象外としてどうか。また、バイオマス部分について従来の調達価格を維持したまま石炭部分について容量市
場の適用を受けるのは適切ではないため、2018年度以前に既に認定を受けた案件が容量市場の適用を受ける場合はFIT
制度の対象から外すこととしてはどうか。

 さらに、一般木材等バイオマス発電の入札対象範囲外（2018年度＝10,000kW未満）・未利用材・建設資材廃棄物につ
いては、どのように取り扱うことが適切か。
【案①】2019年度より新しく石炭混焼区分を設けるとともに、既認定案件も含め容量市場との併用については、当該新

区分の調達価格等を適用することで認める。
【案②】入札対象の一般木材等バイオマス発電と同様に考え、2019年度よりFIT制度の新規認定対象とならないことを

明確化し、2018年度以前に既に認定を受けた案件が容量市場の適用を受ける場合はFIT制度の対象から外す。

石炭混焼の取扱いについて（案）① 54

資本費 運転維持費 燃料費

一般木材等【IRR3%】

報告徴収結果 27.0万円/kW 1.6万円/kW/年 11.5円/kWh

現在の想定値 41.0万円/kW 2.7万円/kW/年 14.0円/kWh

2017年度の20,000kW以上の想定値 41.0万円/kW 2.7万円/kW/年 11.4円/kWh

未利用材（2,000kW以上）
【IRR8%】

報告徴収結果 27.0万円/kW 1.6万円/kW/年 13.7円/kWh

現在の想定値 41.0万円/kW 2.7万円/kW/年 21.1円/kWh

建設資材廃棄物【IRR4%】
報告徴収結果 17.6万円/kW 1.6万円/kW/年 5.2円/kWh

現在の想定値 35.0万円/kW 2.7万円/kW/年 4.1円/kWh



石炭混焼の取扱いについて（案）② 55

（２）一般廃棄物その他バイオマスとの混焼について

 一般廃棄物その他バイオマスについては、区分設定時に石炭混焼案件も想定して調達価格等の算定を行っている。この中
で、報告徴収の結果、資本費及び運転維持費は想定値を大きく下回ったが、燃料費は想定値を上回った。実際には想定値
よりも安い費用で事業を実施できており、FIT制度から自立して事業を実施すること（FIT制度からの自立化）が可能な
コスト水準にあると考えられる。

 このため、この区分で石炭混焼を行うものについては、2021年度よりFIT制度の新規認定対象から除き、2020年度以
前に認定を受けた案件が容量市場の適用を受ける場合はFIT制度の対象から外すこととしてはどうか。

※一般廃棄物その他バイオマスの資本費については、定期報告の分析と同様、報告のあったデータに発電関連比率を乗じたものである。

（注）以上の取扱いは、石炭混焼案件（石炭比率が0％より大きい案件）に係るものであり、石炭混焼を行っていない案件の取扱いを決定するものではない。

資本費 運転維持費 燃料費

一般廃棄物その他バイオマス
【IRR4%】

報告徴収結果 0.5万円/kW 0.5万円/kW/年 6.5円/kWh

現在の想定値 31.3万円/kW 2.2万円/kW/年 0円/kWh

 なお、（１）（２）のいずれについても、既認定案件はこれまで国民負担による導入支援が行われてきたことを踏まえる
と、今回の取扱いにより、容量市場の適用を選択しFIT制度の対象外となる発電事業であっても、今後も継続してバイオ
マス燃料を用いた発電事業が行われることが当然に期待される。
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